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はしがき 
 2005 年 7 月 15 日に心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法
律(医療観察法)が施行され約 17 年が経った。指定入院医療機関や指定通院医療機関の整備も進み、
全国の保護観察所の社会復帰調整官も増員され、医療観察制度の実施体制は充実しつつある。各種の
研究調査や報告からすると、国外や法施行前の国内からの報告との比較から、良好に運用されていると考え
られる。一方、医療観察制度の運用状況については関係者に限られ、あまり一般的に知られていないのが現
状であろう。 
 本資料は、医療観察制度の運用状況を報告するとともに医療観察法の附則で定められている精神医療
全般の底上げを図ることを目的に作成した。重度精神疾患標準的治療法確立事業によって収集された指
定入院医療機関のデータを幹事病院である国立精神・神経医療研究センター病院が事務局として集計し
た結果を中心に編集したものである。医療観察制度は、社会復帰を目的として適切に運用されており、その
実態を広く報告することには大きな意義がある。 
 本資料は、第 1 部から第 5 部までで構成されている。第 1 部では、医療観察制度の概要を説明し、第 2
部から第 4 部までは、それぞれ入院処遇対象者全体、在院中の対象者、退院した対象者について指定入
院医療機関の全体像を報告し、第 5 部では指定入院医療機関の取組等について紹介している。第 5 部
は令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金「医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のため
の研究」において、令和 3（2021）年 1 月に指定入院医療機関に対して実施されたアンケート結果に基
づいている。 
 本書を作成するにあたり、日頃より重度精神疾患標準的治療法確立事業に多大なご協力をいただいてい
る指定入院医療機関をはじめ関係者の方々に深謝する。 
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第 1 部 医療観察制度の概要 

  



 

- 5 - 

1. 医療観察法の基本事項 

 まず、医療観察法の基本事項を説明します。 
 
正式名称 

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律 
（平成 15 年法律第 110 号。2003 年 7 月 16 日公布、2005 年 7 月 15 日施行） 

 
所管省庁 

法務省と厚生労働省の共管による 
 
目的 

 この法律の目的は、心神喪失等の状態で重大な他害行為（他人に害を及ぼす行為）を行った者に対し、
病状の改善と他害行為の再発防止を図り、社会復帰を促進することです（第 1 条）。 

 
意義 

 この法律の意義は、重大な他害行為を行った精神障害者に対し、裁判所と法務行政、および精神医療
福祉の関与を明らかにしたものであり、治療の継続と社会復帰支援の体制を制度化したことです。 

 
対象 

重大な他害行為 a）を行ったが、心神喪失等 b）と判断され、直ちに実刑とならない c）者 
a）殺人、傷害、放火、強盗、強制性交等、強制わいせつの 6 種類（第 2 条第 1 項。傷害以外は未

遂を含む）。医療観察法の対象になる行為という意味で、「対象行為」といいます。 
b）刑法第 39 条に定める「心神喪失」および「心神耗弱」のことです。 
c）不起訴となった、起訴されたが裁判で無罪判決が出た、有罪判決が出たが刑の執行が全部猶予され

たパターン等があります（第 2 条第 2 項）。 
 該当する者（医療観察法の対象になる者という意味で、「対象者」といいます）について、検察官が地方
裁判所に対して医療観察法による処遇を申し立てます。 

 
2. 関連する専門職 

 医療観察制度において特別に設けられた、または運用手続き上必要となる専門職を紹介します。 

1）精神保健判定医 
 精神保健指定医として 5 年以上の経歴と過去 2 年間に措置診察の実績があり、「精神保健判定医
等養成研修」を修了している医師等が精神保健判定医として名簿に登録されます。精神保健審判員は、
精神保健判定医の中から処遇事件ごとに任命されます。鑑定医も、多くは精神保健判定医の中から指
名されます。 

2）精神保健参与員 
 精神保健福祉士として 5 年以上の経歴を有しており、「精神保健参与員候補者養成研修」を修了し
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ている者等が、精神保健参与員候補者として名簿に登録されます。精神保健参与員は、精神保健参与
員候補者の中から処遇事件ごとに任命され、審判において精神保健福祉の視点から意見を述べます。 

3）社会復帰調整官 
 医療観察法の対象となっている期間を通じて（申立てから処遇終了まで）一貫して関与する立場にあ
り、対象者の社会復帰を支援します。生活環境の調査、生活環境の調整、精神保健観察、関係機関
の連携確保などを担います。全国の保護観察所に配置されており、精神保健福祉士等の資格を有してい
ます。 

4）付添人 
 医療観察法の申立てを受けた者には、必ず付添人をつけることとなっており、対象者の権利擁護を図っ
ています。付添人は弁護士の資格を有しており、処遇の審判の際には、対象者の希望に基づいた意見を
述べることができます。 

 
3. 手続きの流れの概観 

 図 1 に、医療観察法に基づく手続きの流れを示しました。図中の当初審判を行うまでには、1）処遇決定の
申立て、2）医療観察法鑑定の手続きがあります。 

1）処遇決定の申立て 
 検察官は、刑事手続きを終えたうえで医療観察法の「申立ての要件」を満たした場合には、地方裁判
所に対し、その処遇の要否・内容を決定することを申し立てなければなりません（第 33 条第 1 項）。「申
立ての要件」とは、「対象行為」（第 2 条第 1 項）を行った者であり、その者を不起訴にした場合（第 2
条第 2 項第 1 号）、あるいは起訴したが実刑または刑の一部の執行猶予の判決とならなかった場合を指
します（第 2 条第 2 項第 2 号）。 

2）医療観察法鑑定 
 医療観察法の申立てを受理した裁判所の裁判官は、入院の要否を判定するために鑑定入院を命じま
す（第 34 条第 1 項）。鑑定入院の期間は、2 ヵ月を超えないことが原則で、最大 1 ヵ月の延長ができ
ます（第 34 条第 3 項）。 
 医療観察法における鑑定入
院の目的は、対象者が精神障
害者であるかどうかの判断をし、
この法律による医療の必要性が
あるかの判断に必要な診察や
検査を実施して意見を述べるこ
とです（第 37 条）。この法律
による医療が必要か否かに関わ
る判断は、3 つの評価軸によって
行われています。3 つの評価軸と
は、①疾病性（精神医学的診
断と重症度）、②治療反応性 図 1 医療観察法に基づく手続きの流れ 
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（現在の精神医学の治療によって、精神症状が改善するか否かの可能性）、③社会復帰要因（社会
復帰という目的を促進する要因、阻害する要因）になります。 

3）合議体による処遇の決定 
 地方裁判所では、1）2）の手続きのあとに、裁判官と精神保健審判員の合議体で審判を行い、必要
に応じて精神保健参与員が関与し、入院処遇、通院処遇、または不処遇を決定します（第 42 条第 1
項）。これが図 1 の当初審判になります。入院処遇決定の場合、対象者は指定入院医療機関で治療
を受けることになります。通院処遇決定の場合、対象者は指定通院医療機関で治療を受けます。入院処
遇を受けていた対象者が退院許可とともに通院処遇の決定を受けた場合も同様です。万が一、通院処
遇中に病状が悪化し入院処遇による治療を要すると認められた場合、通院や社会復帰調整官との面接
など遵守すべき事項に違反した場合には、再入院決定により再び指定入院医療機関で治療を受けます
（第 61 条第 1 項）。通院処遇終了後は、多くの者が一般の精神科医療に移行することになります。 

 
4. 医療観察法による処遇 

1）処遇の理念 
(1) ノーマライゼーションの観点も踏まえた対象者の社会復帰の早期実現 
(2) 標準化された臨床データの蓄積に基づく多職種のチームによる医療提供 
(3) プライバシー等の人権に配慮しつつ透明性の高い医療を提供 

 
4-1. 指定入院医療機関における処遇 

1）入院先 
 入院処遇の決定を受けた対象者は、医療観察法の入院医療を行う施設として国の指定を受けた「指
定入院医療機関」に入院します。指定を受けることができるのは、国または都道府県（国立大学法人、
独立行政法人、地方独立行政法人等を含む）が設置した病院です。指定入院医療機関は 2021 年
4 月 1 日現在、全国に 33 ヵ所あります（図 2）。 

2）処遇の期間 
 期間に定めはありません
が、ガイドラインでは 1 年
半を標準としており、治療
は急性期（3 ヵ月）、回
復期（9 ヵ月）、社会復
帰期（6 ヵ月）の 3 ステ
ージに分かれ、それぞれに
目標が定められています。
ステージを進めるかどうか
は、目標の達成状況をみ
て病棟の「新病棟運営会
議」で決定します。治療の

図 2 指定入院医療機関の整備状況（2021 年 4 月 1 日現在） 
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進み方に応じ、実際の処遇期間は対象者によって異なります。また、指定入院医療機関は 6 ヵ月ごとに
裁判所に入院継続確認の申立てを行い、裁判所は対象者の状態や治療経過に基づいて決定します。 

3）治療の内容 
 標準的な薬物療法のほか、各種の心理社会的な治療プログラムが行われます。治療ステージが進むと
外出や外泊を行い、社会復帰に向けて必要な能力の獲得を目指します。治療は、医師、看護師、心理
士、作業療法士、精神保健福祉士と、必要に応じてその他の専門職から構成される多職種チームで進
めることが徹底されています。処遇中は、対象者本人を含め、多職種チーム、社会復帰調整官、地域の
関係機関の職員などが集まって方針を検討する「MDT 会議」や「CPA 会議」などを重ね、退院を目指しま
す。これらの会議では、対象者について多様な角度からの情報収集や状態についての分析、評価を行いま
す（アセスメント）。 
 治療は、多職種チームによる個別の治療計画に基づいて行われます。治療計画を作成し、薬物治療や
治療プログラムを実施し、病状評価、治療評価によって治療計画を見直すことを繰り返していきます。とり
わけ、クロザピンや持続性注射剤、内省プログラムやケースフォーミュレーションなどの技法を用いた治療を積
極的に行っています。 
 また、下記の会議を設け、医療の質や地域連携を確保する組織体制となっています。 
(1) 新病棟外部評価会議 

 年 2 回程度開催し、病棟の運営状況や治療内容に関する情報公開を行い、その評価を受けること
で病棟運営の透明性を確保するための会議です。 

(2) 新病棟運営会議 
 1 ヵ月に 1 回は開催し、新病棟運営状況の報告聴取や運営方針の決定、全入院対象者共通の治
療指針や緊急性評価基準の策定などを行うほか、各入院対象者についても状態や治療の進展を共
有し、特に治療ステージの移行や入院継続/退院申立てについては最終決定を行います。 

(3) 新病棟倫理会議 
 入院対象者の同意によらない治療行為を開始する必要性に関して、事前の協議を行う場になってい
ます。また、同意によらない医療の継続に関する報告聴取や緊急的実施に対する事後評価も行い、対
象者の権利擁護を図っています。精神医学の専門家の外部委員を招聘し、指定入院医療機関の管
理者が主催します。 

(4) 新病棟治療評価会議 
 治療の効果を判定するために、定期的に入院対象者の評価を行う目的で、原則として週 1 回開催
されます。基本的には多職種チームで行われますが、状況に応じて、社会復帰調整官や対象者本人も
参加します。 

(5) 地域連絡会議 
 指定入院医療機関の状況及び医療観察法の施行状況について、関係機関、地域住民、有識者
等関係者に報告し、話し合いを行う会議です。定期的に開催されています。 

4）退院後 
 病状が改善し、対象者が地域で生活する能力と環境が整うと、指定入院医療機関は裁判所に退院許
可の申立てを行います。裁判所は退院が可能と判断すると、通常は対象者に引き続いて通院処遇を受
けさせる決定を行いますが、3 つの評価軸に基づく医療観察法処遇の必要性を認めないなどの事情により、
医療観察法の処遇を終了する決定を行う場合があります。 
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4-2. 指定通院医療機関における処遇 

1）通院先 
 通院処遇の決定を受けた対象者は、医療観察法
の通院医療を行う施設として国の指定を受けた「指定
通院医療機関」に通院します。指定入院医療機関と
異なり、市町村立や民間の医療機関も、また病院の
みならず診療所も指定を受けることができます。指定
通院医療機関は、2021 年 4 月 1 日現在、全国に
676 ヵ所（病院 589 ヵ所、診療所 87 ヵ所）ありま
す（表 1）。薬局 2,608 ヵ所、訪問看護 570 ヵ所
を含めると計 3,854 ヵ所となっています。 

2）処遇の期間 
 医療観察法では 3 年と定められており、治療は前期
（6 ヵ月）、中期（18 ヵ月）、後期（12 ヵ月）の
3 期に分かれます。3 年が経過すると、処遇は自動的
に終了します。ただし、裁判所は保護観察所の長の
申立てに基づき、処遇の早期終了を決定することがで
きます。また逆に、最大 2 年の処遇延長を決定するこ
とができます。通院処遇が5年を超えて継続することは
ありません。 
 処遇中に著しい病状悪化や守るべき事項への違反
があり、通院処遇による医療の継続が困難と判断した
場合は、指定通院医療機関の管理者と協議した上
で、保護観察所の長が再入院を申し立てます。裁判
所がこれを認めると、対象者は指定入院医療機関で
入院処遇を受けることになります。 

3）治療の内容 
 指定通院医療機関では、ガイドラインに基づく通院
治療が行われます。外来診療に加えて、しばしば訪問
看護や障害福祉サービスが併用されます。また、医療
観察法の通院処遇中であっても精神保健福祉法の
入院は可能です。 
 通院処遇中は、指定通院医療機関の多職種チームにより、通院対象者ごとに個別の治療計画が作成
され、各職種が連携を図りながら医療を提供します。また対象者は通院治療と並行して、社会復帰調整
官による精神保健観察を受けます。定期的な面会により、通院や生活の状況がモニタリングされ、必要な
指導が行われます。通院処遇では、入院処遇と同様に「MDT 会議」や、保護観察所が対象者と関係者
を集めて支援方針を検討する「ケア会議」を開催し、社会復帰調整官のコーディネートにより、対象者の地

表 1 指定通院医療機関の指定状況 
（2021 年 4 月 1 日現在） 

都道府県 医療機関小計 薬局 訪問 
看護 総計  病院 診療所 

北海道 55 50 5 32 13 100 
青森県 11 10 1 149 5 165 
岩手県 10 9 1 14 4 28 
宮城県 16 12 4 16 10 42 
秋田県 7 7 0 324 3 334 
山形県 10 8 2 11 3 24 
福島県 13 11 2 171 6 190 
茨城県 20 18 2 380 16 416 
栃木県 10 10 0 9 7 26 
群馬県 7 6 1 154 4 165 
埼玉県 28 23 5 111 41 180 
千葉県 22 21 1 94 19 135 
東京都 40 25 15 47 91 178 
神奈川県 31 21 10 27 30 88 
新潟県 15 13 2 459 11 485 
山梨県 3 3 0 3 4 10 
長野県 16 15 1 47 8 71 
富山県 7 7 0 10 4 21 
石川県 7 5 2 8 4 19 
岐阜県 10 9 1 38 5 53 
静岡県 18 18 0 18 8 44 
愛知県 20 19 1 15 25 60 
三重県 11 11 0 3 6 20 
福井県 7 7 0 42 2 51 
滋賀県 11 9 2 10 8 29 
京都府 9 6 3 43 15 67 
大阪府 40 33 7 39 78 157 
兵庫県 24 22 2 11 23 58 
奈良県 5 5 0 13 8 26 
和歌山県 10 8 2 8 3 21 
鳥取県 5 5 0 107 1 113 
島根県 9 7 2 11 3 23 
岡山県 8 8 0 6 10 24 
広島県 10 9 1 9 10 29 
山口県 10 9 1 13 5 28 
徳島県 10 7 3 4 4 18 
香川県 4 4 0 7 2 13 
愛媛県 11 11 0 4 4 19 
高知県 11 10 1 84 6 101 
福岡県 31 27 4 16 22 69 
佐賀県 10 9 1 9 7 26 
長崎県 9 9 0 8 9 26 
熊本県 9 9 0 4 7 20 
大分県 6 6 0 6 4 16 
宮崎県 8 8 0 1 2 11 
鹿児島県 18 17 1 4 4 26 
沖縄県 14 13 1 9 6 29 
合計 676 589 87 2,608 570 3,854 
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域生活を支え、社会復帰を促します。 

4）処遇終了後 
 医療観察法の処遇が終了した後も、（元）対象者は通常、精神科に通院を続けます。一般の精神科
医療、精神保健福祉サービスを受けながら、地域で生活します。 

 
5. 医療観察法のもつ機能と課題 

 わが国の精神保健福祉医療施策においては、2004 年に「精神保健医療福祉の改革ビジョン」が策定さ
れ、「入院医療中心から地域生活中心へ」の理念が掲げられました。2017 年 2 月に厚生労働省が発出し
た「これからの精神保健医療福祉のあり方に関する検討会報告書」には、精神障害の有無や程度に拘らず、
誰もが地域で安心して自分らしく暮らせることを目指し、医療、福祉、介護や教育などの分野の垣根を越え
た包括的な支援を適切に受けられることが必要であると記載されています。精神障害者にとって、精神障害
があることが生活に影響することは言うまでもありませんが、地域で生活をするときに、精神障害への医療の提
供があるだけで十分とは限りません。地域で安心して生活できる社会の実現のために「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム（以下「にも包括」）の構築」を目指す必要性が示され（図 3）、「にも包括」の実
装に向け、取組が開始されました。 
 医療観察法の対象者も「にも包括」の対象です。医療観察法においては、精神障害を持ち重大な他害行
為を行った人、すなわち、精神障害と社会への再統合の困難という課題を抱える人を対象としている特殊性
があります。とりわけ、自傷他害の問題を持つ人や、予定した入院医療の提供期間をはるかに超えて入院を
必要とする人、依存症や知的障害などの重複診断を持つ人などは、地域で安心して暮らすために、多岐にわ
たる生活課題に対して、包括的な支援を受けることが一層重要になります。しかしこのような特性を持つ人は、
医療観察法の対象者だけではありません。そのため医療観察法で行われている治療や技法、支援の工夫な
どを、本法以外の精神保健医療福祉従事者や司法関係者、一般社会に伝えていく必要があります。 

図 3 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築イメージ 
（出典︓「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会」報告書） 
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 他方、医療観察法は、重大な他害行為を行った人であり、精神科医療を必要とする人に対して、医療の
提供開始から社会復帰までの道のりに必要な事項を制度化し、一定の標準化を図っていますが、どのような
ことが行われているのかが十分知られていない現状があります。本資料では、制度化された体制を取り上げ、
実際の運用状況についてアンケートに基づいた結果を紹介します（第 5 部）。 
 アンケートの項目は下記のとおりです。 
1）多職種チーム（multidisciplinary team︔MDT） 

 ひとりの人のリカバリーを目指して支援を行う際に、その人のもつ課題を 1 つの職種の役割を通して見極め
ることは困難であり、多職種で多様な観点からその人を理解する必要があります。そのため医療観察法で
は、多職種チームで支援を行うことが標準化されています。 

2）Care Program Approach（CPA）会議 
 CPA 会議は、イギリスの利用者中心主義や、ケア会議によるケア計画の調整と作成、文書化されたケア
計画、ケアの総括責任者の選任、定期的な見直しなどの理念や手法を用いて、関係機関が有機的に連
携できる地域ケア計画を作成していくケアマネジメント（CPA）の理念に基づいたケア会議です。多職種が
有機的に連携し、対象者の意向を尊重し、同意を得ながら支援を行うため、多職種間で支援の方向性、
支援の実際や評価に関わる事項を共有し、治療経過のモニタリングや支援内容の評価、計画の変更など
を行っていきます。 
■アセスメントの内容 

 対象者の多様な課題に応じるため、多様な角度からアセスメントを行います。 
 薬の効果や副作用 
 精神・身体機能 
 経済状況 
 職業や日常的な役割 
 公的及びインフォーマルな支援者 
 家族の状況 
 自傷他害のリスク 
 物質使用に関するリスク など 
 医療観察法医療では、「共通評価項目」を用いて、対象者の状態を体系的かつ網羅的にアセスメン
トできるようにしています。また、クライシスプランを用いて、対象者が遭遇してしまう様々な危機的状況や、
対象者のストレングスや支援者のサポートによって危機的状況を回避する対処方法を共有しています。
危機的状況には、対象者が被害者になる状況も含まれ、対象者にとっての様々な生活のしにくさを把
握し、解決に努めることで安定した地域生活を送れることを目指しています。 

3）治療プログラム 
 治療プログラムは、非常に多岐にわたる内容になります。2）に記載したアセスメントを行ったうえで、対象
者の状態に応じて、集団で行う場合と個別に行う場合があります。プログラムのそれぞれの特徴を考慮しな
がら、その時の対象者に最善の方法を対象者とともに決定して実施しています。 

4）院内散歩、外出、外泊 
 対象者にとって散歩や外出や外泊は、事件を思い出す機会にもなるため、精神症状への影響を考慮し、
慎重かつ安全に行われることが求められます。一方で、退院に向けた訓練になるため、現実の生活に即し
た外出等になるよう、行動の自由度や動機付けにも配慮を必要とします。 

5）外部評価会議（P. 8 参照） 
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6）倫理会議（P. 8 参照） 
7）治療評価会議（P. 8 参照） 
8）地域連絡会議（P. 8 参照） 
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第 2 部 入院処遇対象者全体 

 医療観察法の施行から 2020 年 12 月 31 日までに入院処遇を開始した 3761 名を対象に集計 

 単年集計、経年集計では、入院年（暦年）ごとに集計 
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1. 入院時年齢 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
20代 10 (20%) 33 (17%) 54 (22%) 47 (18%) 39 (19%) 39 (16%) 37 (13%)
30代 20 (41%) 52 (27%) 68 (27%) 83 (32%) 56 (27%) 75 (30%) 83 (30%)
40代 12 (24%) 43 (22%) 56 (22%) 53 (20%) 45 (22%) 51 (21%) 69 (25%)
50代 5 (10%) 40 (21%) 46 (18%) 48 (18%) 43 (21%) 46 (19%) 46 (16%)
60代 2 (4%) 17 (9%) 20 (8%) 24 (9%) 21 (10%) 27 (11%) 32 (11%)
70代 0 (0%) 5 (3%) 7 (3%) 3 (1%) 3 (1%) 7 (3%) 12 (4%)
80代以上 0 (0%) 2 (1%) 0 (0%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%)
平均年齢 [SD] 38.9 [9.6] 43.4 [13.9] 41.9 [13.1] 42.1 [12.9] 43.3 [13.6] 43.5 [13.8] 44.4 [13.6]

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
20代 42 (16%) 34 (12%) 33 (12%) 30 (12%) 26 (11%) 39 (14%) 30 (12%)
30代 50 (19%) 71 (26%) 72 (27%) 64 (25%) 57 (23%) 56 (21%) 52 (21%)
40代 68 (26%) 76 (28%) 74 (28%) 74 (28%) 72 (29%) 73 (27%) 90 (37%)
50代 51 (19%) 35 (13%) 52 (19%) 38 (15%) 42 (17%) 53 (19%) 37 (15%)
60代 34 (13%) 44 (16%) 32 (12%) 35 (13%) 33 (13%) 36 (13%) 22 (9%)
70代 15 (6%) 11 (4%) 5 (2%) 18 (7%) 14 (6%) 12 (4%) 9 (4%)
80代以上 2 (1%) 5 (2%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 4 (1%) 3 (1%)
平均年齢 [SD] 45.9 [14.5] 45.7 [14.4] 44.4 [12.4] 45.9 [14.2] 46.3 [13.6] 46.0 [14.2] 44.9 [13.1]

n＝ 213 n＝ 232
20代 29 (14%) 19 (8%)
30代 56 (26%) 62 (27%)
40代 53 (25%) 65 (28%)
50代 37 (17%) 51 (22%)
60代 24 (11%) 25 (11%)
70代 10 (5%) 8 (3%)
80代以上 4 (2%) 2 (1%)
平均年齢 [SD] 45.5 [14.6] 46.0 [12.9]
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 入院処遇対象者全体の入院時年齢の構成について、入院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 累積では 30 代、40 代の対象者が多い。法施行後、経年的に入院時平均年齢は上昇傾向であった
が、2012 年頃からは横ばいで推移している。 

  

平均年齢 [SD] ＝ 44.6 [13.7]
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累積集計（n＝3761）
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2. 性別 

 
 
 入院処遇対象者全体の性別の構成について、入院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 累積では男女比は約 3︓1 であり、経年的にみても比率に大きな変化はなかった。 

  

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
男性 42 (86%) 149 (78%) 202 (80%) 208 (80%) 169 (81%) 192 (78%) 213 (76%)
女性 7 (14%) 43 (22%) 49 (20%) 52 (20%) 40 (19%) 55 (22%) 68 (24%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
男性 193 (74%) 203 (74%) 211 (79%) 201 (77%) 176 (72%) 216 (79%) 175 (72%)
女性 69 (26%) 73 (26%) 57 (21%) 59 (23%) 69 (28%) 57 (21%) 68 (28%)

n＝ 213 n＝ 232
男性 158 (74%) 172 (74%)
女性 55 (26%) 60 (26%)
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3-1. 主診断 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
F0 器質性精神障害 0 (0%) 9 (5%) 10 (4%) 8 (3%) 11 (5%) 3 (1%) 8 (3%)
F1 物質関連障害 3 (6%) 11 (6%) 18 (7%) 17 (7%) 13 (6%) 24 (10%) 13 (5%)
F2 精神病性障害 43 (88%) 147 (77%) 199 (79%) 209 (80%) 162 (78%) 196 (79%) 236 (84%)
F3 気分障害 1 (2%) 14 (7%) 11 (4%) 11 (4%) 11 (5%) 16 (6%) 11 (4%)
F4 不安障害圏 1 (2%) 1 (1%) 0 (0%) 1 (0%) 3 (1%) 0 (0%) 3 (1%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 1 (2%) 2 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 0 (0%) 4 (1%)
F7 知的障害 0 (0%) 3 (2%) 3 (1%) 5 (2%) 3 (1%) 3 (1%) 2 (1%)
F8 心理的発達障害 0 (0%) 5 (3%) 6 (2%) 5 (2%) 3 (1%) 4 (2%) 4 (1%)
F9 行動・情緒障害 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
不明 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
F0 器質性精神障害 7 (3%) 6 (2%) 4 (1%) 9 (3%) 6 (2%) 6 (2%) 6 (2%)
F1 物質関連障害 22 (8%) 26 (9%) 17 (6%) 13 (5%) 13 (5%) 14 (5%) 15 (6%)
F2 精神病性障害 208 (79%) 215 (78%) 214 (80%) 206 (79%) 199 (81%) 213 (78%) 199 (82%)
F3 気分障害 17 (6%) 20 (7%) 21 (8%) 24 (9%) 23 (9%) 22 (8%) 12 (5%)
F4 不安障害圏 1 (0%) 1 (0%) 3 (1%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%)
F5 身体関連障害 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 2 (1%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 1 (0%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 0 (0%)
F7 知的障害 3 (1%) 5 (2%) 2 (1%) 3 (1%) 0 (0%) 2 (1%) 2 (1%)
F8 心理的発達障害 1 (0%) 1 (0%) 4 (1%) 1 (0%) 1 (0%) 12 (4%) 8 (3%)
F9 行動・情緒障害 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
不明 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

n＝ 213 n＝ 232
F0 器質性精神障害 8 (4%) 11 (5%)
F1 物質関連障害 13 (6%) 12 (5%)
F2 精神病性障害 165 (77%) 175 (75%)
F3 気分障害 19 (9%) 18 (8%)
F4 不安障害圏 1 (0%) 3 (1%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 1 (0%) 0 (0%)
F7 知的障害 4 (2%) 4 (2%)
F8 心理的発達障害 2 (1%) 8 (3%)
F9 行動・情緒障害 0 (0%) 1 (0%)
不明 0 (0%) 0 (0%)

2010 2011
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入院年
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単年集計

20132012

2005 2006 2007 2008

20182017201620152014

2009



 

- 18 - 

 

 
 入院処遇対象者全体の精神科主診断の構成について、入院した年で層別して集計した。累積も集計し
た。 
 累積では精神科主診断の約 8 割を F2 が占めており、F3、F1 の順で続いている。経年的にみても精神
科主診断の構成に大きな変化は認めない。 

  

※主診断の分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。
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F1
244

6.5%

F2
2986

79.4%

F3
251

6.7%

F4, 22, 0.6%
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3-1-1. 主診断（男女別） 

 
 
 入院処遇対象者全体のうち男女別の精神科主診断の構成について、累積で集計した。 
 男性は女性と比較して F1 が占める割合が大きく（7.7% vs. 2.6%）、女性は男性と比較して F3 が
占める割合が大きかった（12.7% vs. 4.8%）。 

  

n＝ 2880 n＝ 881
F0 器質性精神障害 96 (3.3%) 16 (1.8%)
F1 物質関連障害 221 (7.7%) 23 (2.6%)
F2 精神病性障害 2303 (80.0%) 683 (77.5%)
F3 気分障害 139 (4.8%) 112 (12.7%)
F4 不安障害圏 5 (0.2%) 17 (1.9%)
F5 身体関連障害 0 (0.0%) 4 (0.5%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 16 (0.6%) 11 (1.2%)
F7 知的障害 34 (1.2%) 10 (1.1%)
F8 心理的発達障害 62 (2.2%) 3 (0.3%)
F9 行動・情緒障害 4 (0.1%) 1 (0.1%)
不明 0 (0.0%) 1 (0.1%)

※主診断の分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。

入院年
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3-2. 重複障害 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
F0 器質性精神障害 0 (0%) 2 (1%) 9 (4%) 3 (1%) 2 (1%) 4 (2%) 3 (1%)
F1 物質関連障害 6 (12%) 6 (3%) 6 (2%) 10 (4%) 10 (5%) 13 (5%) 15 (5%)
F2 精神病性障害 0 (0%) 2 (1%) 6 (2%) 5 (2%) 3 (1%) 1 (0%) 5 (2%)
F3 気分障害 0 (0%) 1 (1%) 0 (0%) 0 (0%) 3 (1%) 2 (1%) 2 (1%)
F4 不安障害圏 0 (0%) 1 (1%) 0 (0%) 0 (0%) 2 (1%) 0 (0%) 2 (1%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 0 (0%) 6 (3%) 6 (2%) 7 (3%) 2 (1%) 2 (1%) 7 (2%)
F7 知的障害 4 (8%) 27 (14%) 25 (10%) 17 (7%) 16 (8%) 21 (9%) 24 (9%)
F8 心理的発達障害 0 (0%) 3 (2%) 5 (2%) 8 (3%) 7 (3%) 9 (4%) 13 (5%)
F9 行動・情緒障害 1 (2%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 2 (1%)
その他 0 (0%) 0 (0%) 3 (1%) 0 (0%) 2 (1%) 1 (0%) 1 (0%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
F0 器質性精神障害 1 (0%) 3 (1%) 2 (1%) 4 (2%) 3 (1%) 1 (0%) 3 (1%)
F1 物質関連障害 13 (5%) 24 (9%) 19 (7%) 16 (6%) 16 (7%) 9 (3%) 8 (3%)
F2 精神病性障害 2 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 1 (0%) 8 (3%) 6 (2%)
F3 気分障害 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 2 (1%)
F4 不安障害圏 2 (1%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 3 (1%) 0 (0%) 2 (1%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 7 (3%) 3 (1%) 2 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 3 (1%) 5 (2%)
F7 知的障害 25 (10%) 24 (9%) 16 (6%) 21 (8%) 16 (7%) 16 (6%) 15 (6%)
F8 心理的発達障害 7 (3%) 6 (2%) 6 (2%) 16 (6%) 10 (4%) 16 (6%) 6 (2%)
F9 行動・情緒障害 1 (0%) 0 (0%) 3 (1%) 4 (2%) 4 (2%) 4 (1%) 4 (2%)
その他 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%)

n＝ 213 n＝ 232
F0 器質性精神障害 3 (1%) 4 (2%)
F1 物質関連障害 11 (5%) 8 (3%)
F2 精神病性障害 2 (1%) 5 (2%)
F3 気分障害 1 (0%) 1 (0%)
F4 不安障害圏 0 (0%) 1 (0%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 3 (1%) 4 (2%)
F7 知的障害 9 (4%) 13 (6%)
F8 心理的発達障害 8 (4%) 9 (4%)
F9 行動・情緒障害 2 (1%) 3 (1%)
その他 1 (0%) 1 (0%)

2018

単年集計
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

入院年

2017201620152014

入院年
2019 2020

20132012
入院年
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 入院処遇対象者全体の重複障害の構成について、入院した年で層別して集計した。累積も集計した。累
積では重複障害は F7、F1、F8 の順で多かった。 
 
※本報告書での重複障害とは精神科主診断とは別に対象者が診断されている精神障害と定義する。 

  

※重複障害は複数選択可。分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。
※重複障害の頻度は、診断閾値の相違などにより施設間のばらつきが大きいことに注意を要する。

1.8%

5.1%

1.5%
0.4% 0.4% 0.1%

1.7%

7.7%

3.4%

0.8%
0.3%

F0 F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F9 その他
0%

2%

4%

6%

8%

10%
累積集計（n＝3761）

0%

5%

10%

15%

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計

F0 F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F9 その他



 

- 22 - 

4-1. 対象行為種別（単一選択） 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
殺人 20 (41%) 60 (31%) 82 (33%) 87 (33%) 73 (35%) 80 (32%) 95 (34%)
放火 6 (12%) 51 (27%) 67 (27%) 52 (20%) 54 (26%) 61 (25%) 70 (25%)
強盗 4 (8%) 7 (4%) 18 (7%) 7 (3%) 4 (2%) 8 (3%) 18 (6%)
傷害 17 (35%) 60 (31%) 76 (30%) 100 (38%) 71 (34%) 86 (35%) 86 (31%)
強制性交等 0 (0%) 4 (2%) 2 (1%) 6 (2%) 0 (0%) 0 (0%) 3 (1%)
強制わいせつ 2 (4%) 10 (5%) 6 (2%) 8 (3%) 7 (3%) 12 (5%) 9 (3%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
殺人 81 (31%) 96 (35%) 104 (39%) 80 (31%) 72 (29%) 83 (30%) 82 (34%)
放火 73 (28%) 54 (20%) 54 (20%) 69 (27%) 53 (22%) 61 (22%) 50 (21%)
強盗 15 (6%) 12 (4%) 10 (4%) 11 (4%) 13 (5%) 8 (3%) 6 (2%)
傷害 84 (32%) 108 (39%) 92 (34%) 96 (37%) 94 (38%) 111 (41%) 94 (39%)
強制性交等 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%)
強制わいせつ 9 (3%) 6 (2%) 8 (3%) 3 (1%) 12 (5%) 9 (3%) 11 (5%)

n＝ 213 n＝ 232
殺人 72 (34%) 61 (26%)
放火 48 (23%) 57 (25%)
強盗 6 (3%) 5 (2%)
傷害 84 (39%) 105 (45%)
強制性交等 1 (0%) 0 (0%)
強制わいせつ 2 (1%) 4 (2%)
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 入院処遇対象者全体の対象行為（単一選択）の構成について、入院した年で層別して集計した。累
積も集計した。 
 累積では傷害、殺人（未遂含む）、放火（未遂含む）の順で多く、強盗（未遂含む）、強制性交
等、強制わいせつが占める割合はわずかであった。対象行為（単一選択）の構成は経年的に大きな変化
はみられなかった。 

  

※傷害以外は未遂を含む。対象行為が複数ある対象者は、殺人、放火、強盗、傷害、強制性交等、強制わいせつの優先順位で分類。
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強 盗, 152, 4.0%

傷 害
1364

36.3%
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4-1-1. 対象行為種別（単一選択・男女別） 

 
 
 入院処遇対象者全体のうち男女別の対象行為（単一選択）の構成について、累積で集計した。 
 男性は女性と比較して傷害の占める割合が高く（41.1% vs. 20.5%）、女性は男性と比較して殺人
（未遂含む）と放火（未遂含む）が占める割合が高かった（45.7% vs. 28.6%、32.2% vs. 
20.7%）。また、強制性交等、強制わいせつは男性でのみ認めた。 

  

n＝ 2880 n＝ 881
殺人 825 (28.6%) 403 (45.7%)
放火 596 (20.7%) 284 (32.2%)
強盗 139 (4.8%) 13 (1.5%)
傷害 1183 (41.1%) 181 (20.5%)
強制性交等 19 (0.7%) 0 (0.0%)
強制わいせつ 118 (4.1%) 0 (0.0%)

※傷害以外は未遂を含む。対象行為が複数ある対象者は、殺人、放火、強盗、傷害、強制性交等、強制わいせつの優先順位で分類。
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4-2. 対象行為種別（複数選択） 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
殺人 20 (41%) 60 (31%) 82 (33%) 87 (33%) 74 (35%) 80 (32%) 95 (34%)
放火 6 (12%) 52 (27%) 69 (27%) 53 (20%) 57 (27%) 61 (25%) 74 (26%)
強盗 4 (8%) 7 (4%) 19 (8%) 7 (3%) 4 (2%) 8 (3%) 18 (6%)
傷害 19 (39%) 61 (32%) 80 (32%) 101 (39%) 71 (34%) 93 (38%) 89 (32%)
強制性交等 0 (0%) 5 (3%) 2 (1%) 6 (2%) 1 (0%) 0 (0%) 4 (1%)
強制わいせつ 2 (4%) 12 (6%) 7 (3%) 11 (4%) 7 (3%) 12 (5%) 11 (4%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
殺人 81 (31%) 96 (35%) 104 (39%) 80 (31%) 72 (29%) 83 (30%) 82 (34%)
放火 76 (29%) 55 (20%) 56 (21%) 71 (27%) 53 (22%) 61 (22%) 50 (21%)
強盗 15 (6%) 12 (4%) 10 (4%) 11 (4%) 13 (5%) 8 (3%) 6 (2%)
傷害 88 (34%) 114 (41%) 95 (35%) 98 (38%) 98 (40%) 113 (41%) 100 (41%)
強制性交等 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%)
強制わいせつ 9 (3%) 7 (3%) 8 (3%) 5 (2%) 12 (5%) 9 (3%) 11 (5%)

n＝ 213 n＝ 232
殺人 72 (34%) 61 (26%)
放火 49 (23%) 60 (26%)
強盗 6 (3%) 5 (2%)
傷害 91 (43%) 105 (45%)
強制性交等 1 (0%) 0 (0%)
強制わいせつ 4 (2%) 4 (2%)
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 入院処遇対象者全体の対象行為（複数選択）の構成について、入院した年で層別して集計した。累
積も集計した。 
 累積では、対象行為（単一選択）の構成と大きな違いはなかった。 

  

※傷害以外は未遂を含む。同じ種別の対象行為が複数ある対象者は、種別ごとに1回のみ計上。
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5. 事件地 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
北海道・東北 4 (8%) 27 (14%) 33 (13%) 32 (12%) 28 (13%) 28 (11%) 24 (9%)
関東 19 (39%) 58 (30%) 93 (37%) 89 (34%) 69 (33%) 87 (35%) 96 (34%)
中部 9 (18%) 37 (19%) 41 (16%) 40 (15%) 24 (11%) 31 (13%) 43 (15%)
近畿 5 (10%) 25 (13%) 33 (13%) 36 (14%) 39 (19%) 38 (15%) 45 (16%)
中国・四国 6 (12%) 16 (8%) 11 (4%) 25 (10%) 19 (9%) 26 (11%) 30 (11%)
九州 6 (12%) 24 (13%) 29 (12%) 29 (11%) 26 (12%) 29 (12%) 31 (11%)
不明 0 (0%) 5 (3%) 11 (4%) 9 (3%) 4 (2%) 8 (3%) 12 (4%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
北海道・東北 31 (12%) 36 (13%) 36 (13%) 27 (10%) 27 (11%) 20 (7%) 25 (10%)
関東 77 (29%) 86 (31%) 93 (35%) 89 (34%) 75 (31%) 96 (35%) 87 (36%)
中部 36 (14%) 45 (16%) 41 (15%) 42 (16%) 40 (16%) 39 (14%) 37 (15%)
近畿 49 (19%) 45 (16%) 45 (17%) 47 (18%) 33 (13%) 46 (17%) 48 (20%)
中国・四国 29 (11%) 19 (7%) 23 (9%) 19 (7%) 24 (10%) 20 (7%) 12 (5%)
九州 36 (14%) 37 (13%) 26 (10%) 30 (12%) 45 (18%) 51 (19%) 34 (14%)
不明 4 (2%) 8 (3%) 4 (1%) 6 (2%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%)

n＝ 213 n＝ 232
北海道・東北 21 (10%) 26 (11%)
関東 84 (39%) 92 (40%)
中部 28 (13%) 31 (13%)
近畿 41 (19%) 37 (16%)
中国・四国 8 (4%) 18 (8%)
九州 31 (15%) 28 (12%)
不明 0 (0%) 0 (0%)
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 入院処遇対象者全体の事件地の構成を、対象者が入院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 累積では、事件地比率は地方別人口比率と近い数値であった。 

  

※各地区に含まれる都道府県は次のとおり。
　〔北海道・東北〕 北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島　〔関東〕 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川
　〔中部〕 新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、岐阜、静岡、愛知　〔近畿〕 三重、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
　〔中国・四国〕 鳥取、島根、岡山、広島、山口、徳島、香川、愛媛、高知　〔九州〕 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
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6. 転帰 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
在院中 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 3 (1%) 0 (0%) 3 (1%)
通院処遇 42 (86%) 156 (81%) 184 (73%) 209 (80%) 161 (77%) 200 (81%) 229 (81%)
処遇終了 5 (10%) 35 (18%) 63 (25%) 49 (19%) 43 (21%) 46 (19%) 44 (16%)
その他 2 (4%) 1 (1%) 4 (2%) 2 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 5 (2%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
在院中 7 (3%) 3 (1%) 18 (7%) 26 (10%) 42 (17%) 93 (34%) 151 (62%)
通院処遇 206 (79%) 225 (82%) 208 (78%) 196 (75%) 171 (70%) 142 (52%) 73 (30%)
処遇終了 45 (17%) 43 (16%) 39 (15%) 32 (12%) 18 (7%) 33 (12%) 18 (7%)
その他 4 (2%) 5 (2%) 3 (1%) 6 (2%) 14 (6%) 5 (2%) 1 (0%)

n＝ 213 n＝ 232
在院中 188 (88%) 229 (99%)
通院処遇 12 (6%) 0 (0%)
処遇終了 12 (6%) 3 (1%)
その他 1 (0%) 0 (0%)

※「その他」には、データ未提出医療機関への転院例など、データ欠損により在院/退院の事実が把握できない者を含む。
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 入院処遇対象者全体の転帰の構成について、対象者が入院した年で層別して集計した。累積も集計し
た。 
 累積では退院した対象者のうち約 8 割が通院処遇に移行していた。 
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7. 在院期間 

 

n＝ 49 n＝ 192 n＝ 251 n＝ 260 n＝ 209 n＝ 247 n＝ 281
6ヵ月未満 4 (8%) 3 (2%) 8 (3%) 1 (0%) 5 (2%) 1 (0%) 5 (2%)
6～12ヵ月 16 (33%) 31 (16%) 15 (6%) 25 (10%) 10 (5%) 10 (4%) 14 (5%)
1～1.5年 9 (18%) 45 (23%) 49 (20%) 51 (20%) 24 (11%) 26 (11%) 26 (9%)
1.5～2年 7 (14%) 46 (24%) 72 (29%) 59 (23%) 40 (19%) 57 (23%) 58 (21%)
2～2.5年 6 (12%) 29 (15%) 44 (18%) 45 (17%) 47 (22%) 51 (21%) 44 (16%)
2.5～3年 2 (4%) 15 (8%) 26 (10%) 26 (10%) 27 (13%) 28 (11%) 38 (14%)
3～5年 3 (6%) 15 (8%) 28 (11%) 36 (14%) 35 (17%) 42 (17%) 60 (21%)
5年以上 2 (4%) 8 (4%) 9 (4%) 17 (7%) 21 (10%) 32 (13%) 36 (13%)

n＝ 262 n＝ 276 n＝ 268 n＝ 260 n＝ 245 n＝ 273 n＝ 243
6ヵ月未満 6 (2%) 5 (2%) 5 (2%) 4 (2%) 3 (1%) 6 (2%) 0 (0%)
6～12ヵ月 15 (6%) 11 (4%) 8 (3%) 6 (2%) 14 (6%) 8 (3%) 6 (2%)
1～1.5年 27 (10%) 31 (11%) 25 (9%) 30 (12%) 27 (11%) 34 (12%) 16 (7%)
1.5～2年 49 (19%) 68 (25%) 58 (22%) 49 (19%) 47 (19%) 53 (19%) 30 (12%)
2～2.5年 39 (15%) 59 (21%) 35 (13%) 50 (19%) 41 (17%) 33 (12%) 109 (45%)
2.5～3年 44 (17%) 42 (15%) 46 (17%) 38 (15%) 31 (13%) 29 (11%) 82 (34%)
3～5年 61 (23%) 43 (16%) 59 (22%) 55 (21%) 82 (33%) 110 (40%) 0 (0%)
5年以上 21 (8%) 17 (6%) 32 (12%) 28 (11%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

n＝ 213 n＝ 232
6ヵ月未満 2 (1%) 124 (53%)
6～12ヵ月 7 (3%) 108 (47%)
1～1.5年 116 (54%) 0 (0%)
1.5～2年 88 (41%) 0 (0%)
2～2.5年 0 (0%) 0 (0%)
2.5～3年 0 (0%) 0 (0%)
3～5年 0 (0%) 0 (0%)
5年以上 0 (0%) 0 (0%)
※灰色の欄の数値は在院中の対象者を含む。

※転院例の在院期間は通算。

入院年
2019 2020

2015 2016 2017 2018

単年集計（在院期間区分の構成割合）

入院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

入院年
2012 2013 2014

〔人数 (割合)〕
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 入院処遇対象者全体の在院期間の構成について、対象者が入院した年で層別して集計した。また
Kaplan-Meier 法による累積集計の結果で退院曲線を描いた。 
 累計集計では、平均在院期間は 1022 日、在院期間中央値は 827 日であった。 

 

人数 (割合) 人数 (割合)
2005 49 48 (98%) 1 (2%) 618 [438 – 799] 428 [309 – 547]
2006 192 191 (99%) 1 (1%) 754 [658 – 850] 603 [559 – 647]
2007 251 250 (100%) 1 (0%) 786 [723 – 849] 671 [627 – 715]
2008 260 259 (100%) 1 (0%) 859 [786 – 933] 717 [667 – 767]
2009 209 206 (99%) 3 (1%) 1027 [928 – 1127] 834 [778 – 890]
2010 247 247 (100%) 0 (0%) 1027 [947 – 1107] 810 [764 – 856]
2011 281 277 (99%) 4 (1%) 1068 [991 – 1145] 883 [797 – 969]
2012 262 253 (97%) 9 (3%) 1010 [933 – 1086] 875 [806 – 944]
2013 276 271 (98%) 5 (2%) 920 [860 – 979] 781 [728 – 834]
2014 268 248 (93%) 20 (7%) 1051 [980 – 1121] 928 [840 – 1016]
2015 260 230 (88%) 30 (12%) 1021 [957 – 1084] 879 [814 – 944]
2016 245 190 (78%) 55 (22%) 1008 [949 – 1067] 902 [835 – 969]
2017 273 175 (64%) 98 (36%) 976 [928 – 1023] 953 [853 – 1053]
2018 243 92 (38%) 151 (62%) 912 [882 – 942] 1028 [959 – 1097]
2019 213 25 (12%) 188 (88%) 675 [658 – 692]
2020 232 3 (1%) 229 (99%) 354 [348 – 360]
累計 3761 2965 (79%) 796 (21%) 1022 [995 – 1049] 827 [809 – 845]
※転院例の在院期間は通算。「在院中等」は2020年12月31日までの観察打ち切り例。同日時点の在院者に加えて、在院中のまま以後のデータが

欠損している対象者を含む。

-
-

単年・累積集計（Kaplan-Meier法）

入院年 n (人)
退院済 在院中等 平均値 中央値

推定値 (日)　[95%信頼区間]推定値 (日)　[95%信頼区間]
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第 3 部 在院中の対象者 

 2020 年 12 月 31 日に入院処遇中であった 763 名を対象に集計 
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1. 基準日年齢 

 

 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点での年齢構成を集計した。 
 40 代が最多であり、次いで 30 代、50 代であった。 

  

20代
69

9.0%

30代
176

23.1%

40代
224

29.4%

50代
169

22.1%

60代
82

10.7%

70代
40

5.2%

80代以上
3

0.4%

2020年12月31日時点（n＝763）
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2. 性別 

 

 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点での性別構成を集計した。 
 男女比は約 3︓1 であった。 

  

男性
589

77.2%

女性
174

22.8%

2020年12月31日時点（n＝763）
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3-1. 主診断 

 
 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点での精神科主診断の構成を集計した。 
 精神科主診断の約 8 割を F2 が占めていた。 

  

※主診断の分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。

F0
19

2.5%F1
39

5.1%

F2
623

81.7%

F3
50

6.6%

F4
4

0.5%

F5
0

0.0%

F6
0

0.0%

F7
9

1.2%

F8
18

2.4%
F9
1

0.1%

不明
0

0.0%

2020年12月31日時点
（n＝763）
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3-2. 重複障害 

 

 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点での重複障害の併存率を集計した。 
 重複障害の併存率は F7、F8、F1 の順で高かった。 
 
※本報告書での重複障害とは精神科主診断とは別に対象者が診断されている精神障害と定義する。 

  

※重複障害は複数選択可。分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。
※重複障害の頻度は、診断閾値の相違などにより施設間のばらつきが大きいことに注意を要する。

2.0%

3.7%

2.0%

0.4% 0.5%
0.0%

1.8%

5.9%
5.4%

2.1%

0.4%

F0 F1 F2 F3 F4 F5 F6 F7 F8 F9 その他
0%

2%

4%

6%

8%

10%

2020年12月31日時点（n＝763）
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4. 転院歴（基準日までの暫定値） 

 

 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点までの転院歴を集計した。 
 転院歴がある対象者は 10.4%であり、転院回数は 1 回が大半を占めていた。 

  

転院歴なし
684

89.6%

転院歴あり
79

10.4%

1回
77

10.1%

2回, 0, 0.0% 3回以上, 2, 0.3%

2020年12月31日時点（n＝763）



 

- 39 - 

5. 治療ステージ 

 

 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点の治療ステージの構成を集計した。 
 急性期、回復期、社会復帰期、各ステージの人数は入院処遇ガイドラインの各ステージ標準治療期間の
比率と同程度であった（3 ヵ月、9 ヵ月、6 ヵ月）。 

  

急性期
122

16.0%

回復期
397

52.0%

社会復帰期
244

32.0%

2020年12月31日時点（n＝763）
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6. 在院期間（基準日までの暫定値） 

 
 
 在院中の対象者の 2020 年 12 月 31 日時点の在院期間の構成を集計した。 
 約半数の対象者の在院期間が 2 年以下であった一方で、在院期間が 5 年以上の対象者を 7.9％認め
た。 
 
※司法精神医療制度は国により大きく異なるため、在院期間に関する海外の司法精神病棟との単純な比

較は困難である。EＵ加盟国（2013 年当時）の司法精神病棟における平均在院期間は 1.04 年か
ら 10 年と幅が大きく、オランダ、スコットランド、ドイツ、イングランド&ウェールズ、アイルランドの司法精神病
棟の平均在院期間が 7 年を超えていたとする調査報告（Tomlin et al., 2021）などがある。 

  

※入院から2020年12月31日までの在院期間（暫定値）で集計。転院例の在院期間は通算。

6ヵ月未満
122

16.0%

6～12ヵ月
107

14.0%

1～1.5年
106

13.9%1.5～2年
82

10.7%

2～2.5年
81

10.6%

2.5～3年
70

9.2%

3～5年
135

17.7%

5年以上, 60, 7.9%

2020年12月31日時点（n＝763）
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7-1. 隔離実人員（基準日時点の実施状況） 

 

 
 2020 年 12 月 31 日時点に医療観察法病棟で隔離処遇を受けている対象者の実人員（実績値）を
集計した。 
 2020 年 12 月 31 日時点に隔離処遇を受けていた対象者は 17 名（2.2％）であった。 
 
※令和 2 年度 630 調査（医療計画、障害福祉計画等に活用する目的で、精神科医療機関等を対象

に毎年実施する調査）では、2020 年 6 月 30 日時点で 269476 名中 12689 名（4.7％）が隔
離指示を受けていた。 

  

17
2.2%

2020年12月31日時点（n＝763）
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7-2. 身体的拘束実人員（基準日時点の実施状況） 

 

 
 2020 年 12 月 31 日時点に医療観察法病棟で身体的拘束処遇を受けている対象者の実人員（実
績値）を集計した。 
 2020 年 12 月 31 日時点に身体的拘束処遇を受けていた対象者は 4 名（0.5％）であった。 
 
※令和 2 年度 630 調査（医療計画、障害福祉計画等に活用する目的で、精神科医療機関等を対象

に毎年実施する調査）では、2020 年 6 月 30 日時点で 269476 名中 10995 名（4.1％）が身
体的拘束指示を受けていた。 

 

4
0.5%

2020年12月31日時点（n＝763）
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第 4 部 退院済の対象者（抗告退院・死亡等を除く） 

 医療観察法の施行から 2020 年 12 月 31 日までに入院処遇を終了した 2910 名を対象に集計 
（抗告退院・死亡等は除き、裁判所で通院処遇または処遇終了の決定があった者のみが対象） 

 単年集計、経年集計では、一部を除いて退院年（暦年）ごとに集計 
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1. 退院時年齢 

 

 
 退院済みの対象者の退院時年齢の構成について、退院した年で層別して集計した。 
 経年的に退院時平均年齢は上昇傾向を認めており、50 歳に近づいている。 

  

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
20代 0 (  -  ) 4 (13%) 15 (15%) 23 (16%) 30 (14%) 19 (10%) 17 (10%)
30代 0 (  -  ) 14 (45%) 25 (26%) 39 (28%) 65 (31%) 57 (31%) 49 (30%)
40代 0 (  -  ) 5 (16%) 25 (26%) 33 (23%) 43 (20%) 42 (23%) 36 (22%)
50代 0 (  -  ) 6 (19%) 15 (15%) 24 (17%) 37 (17%) 44 (24%) 38 (23%)
60代 0 (  -  ) 0 (0%) 7 (7%) 16 (11%) 34 (16%) 15 (8%) 18 (11%)
70代 0 (  -  ) 1 (3%) 8 (8%) 5 (4%) 2 (1%) 6 (3%) 4 (2%)
80代以上 0 (  -  ) 1 (3%) 2 (2%) 1 (1%) 2 (1%) 1 (1%) 3 (2%)
平均年齢 [SD] 42.1 [14.5] 45.1 [14.8] 44.0 [13.5] 44.5 [13.6] 44.6 [12.7] 45.4 [13.5]

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
20代 27 (12%) 19 (10%) 20 (9%) 24 (8%) 19 (8%) 15 (6%) 20 (8%)
30代 62 (27%) 48 (24%) 52 (22%) 68 (23%) 47 (20%) 51 (21%) 64 (25%)
40代 47 (21%) 49 (25%) 69 (29%) 85 (29%) 78 (33%) 75 (31%) 70 (28%)
50代 34 (15%) 35 (18%) 43 (18%) 55 (19%) 49 (20%) 61 (25%) 47 (19%)
60代 43 (19%) 29 (15%) 39 (17%) 46 (16%) 38 (16%) 22 (9%) 26 (10%)
70代 13 (6%) 15 (8%) 9 (4%) 17 (6%) 8 (3%) 13 (5%) 19 (8%)
80代以上 2 (1%) 4 (2%) 3 (1%) 1 (0%) 1 (0%) 3 (1%) 5 (2%)
平均年齢 [SD] 46.9 [14.8] 47.8 [14.6] 47.2 [13.3] 47.4 [13.6] 47.3 [13.0] 47.7 [12.7] 47.5 [14.0]

n＝ 197 n＝ 193
20代 11 (6%) 9 (5%)
30代 39 (20%) 41 (21%)
40代 61 (31%) 61 (32%)
50代 44 (22%) 41 (21%)
60代 24 (12%) 24 (12%)
70代 14 (7%) 12 (6%)
80代以上 4 (2%) 5 (3%)
平均年齢 [SD] 49.3 [13.5] 49.0 [13.4]

退院年
2019 2020

-

単年集計

退院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

2017 2018
退院年

2012 2013 2014 2015 2016

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上
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2. 性別 

 

 
 退院済みの対象者の性別の構成について、退院した年で層別して集計した。 
 男女比は約 3︓1 であり、経年的に大きな変化はなかった。 

  

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
男性 0 (  -  ) 24 (77%) 75 (77%) 110 (78%) 167 (78%) 147 (80%) 130 (79%)
女性 0 (  -  ) 7 (23%) 22 (23%) 31 (22%) 46 (22%) 37 (20%) 35 (21%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
男性 177 (78%) 159 (80%) 181 (77%) 224 (76%) 177 (74%) 174 (73%) 187 (75%)
女性 51 (22%) 40 (20%) 54 (23%) 72 (24%) 63 (26%) 66 (28%) 64 (25%)

n＝ 197 n＝ 193
男性 147 (75%) 140 (73%)
女性 50 (25%) 53 (27%)

退院年
2019 2020

2017 2018
退院年

2012 2013 2014 2015 2016

単年集計

退院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計

男性 女性
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3-1. 主診断 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
F0 器質性精神障害 0 (  -  ) 1 (3%) 7 (7%) 7 (5%) 10 (5%) 4 (2%) 4 (2%)
F1 物質関連障害 0 (  -  ) 2 (6%) 8 (8%) 10 (7%) 15 (7%) 10 (5%) 13 (8%)
F2 精神病性障害 0 (  -  ) 23 (74%) 65 (67%) 111 (79%) 161 (76%) 152 (83%) 135 (82%)
F3 気分障害 0 (  -  ) 2 (6%) 7 (7%) 8 (6%) 12 (6%) 9 (5%) 7 (4%)
F4 不安障害圏 0 (  -  ) 1 (3%) 1 (1%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (1%)
F5 身体関連障害 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 0 (  -  ) 2 (6%) 1 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 3 (2%) 1 (1%)
F7 知的障害 0 (  -  ) 0 (0%) 3 (3%) 2 (1%) 5 (2%) 2 (1%) 1 (1%)
F8 心理的発達障害 0 (  -  ) 0 (0%) 4 (4%) 1 (1%) 7 (3%) 4 (2%) 2 (1%)
F9 行動・情緒障害 0 (  -  ) 0 (0%) 1 (1%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
不明 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
F0 器質性精神障害 7 (3%) 9 (5%) 5 (2%) 9 (3%) 6 (3%) 3 (1%) 7 (3%)
F1 物質関連障害 22 (10%) 12 (6%) 26 (11%) 26 (9%) 11 (5%) 12 (5%) 12 (5%)
F2 精神病性障害 176 (77%) 158 (79%) 182 (77%) 228 (77%) 199 (83%) 194 (81%) 198 (79%)
F3 気分障害 16 (7%) 11 (6%) 13 (6%) 19 (6%) 18 (8%) 23 (10%) 23 (9%)
F4 不安障害圏 2 (1%) 1 (1%) 1 (0%) 3 (1%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 1 (0%) 3 (2%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%) 4 (2%) 1 (0%)
F7 知的障害 4 (2%) 3 (2%) 4 (2%) 3 (1%) 1 (0%) 2 (1%) 1 (0%)
F8 心理的発達障害 0 (0%) 2 (1%) 1 (0%) 4 (1%) 1 (0%) 2 (1%) 7 (3%)
F9 行動・情緒障害 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
不明 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

n＝ 197 n＝ 193
F0 器質性精神障害 4 (2%) 7 (4%)
F1 物質関連障害 9 (5%) 11 (6%)
F2 精神病性障害 154 (78%) 158 (82%)
F3 気分障害 16 (8%) 11 (6%)
F4 不安障害圏 2 (1%) 1 (1%)
F5 身体関連障害 1 (1%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 1 (1%) 1 (1%)
F7 知的障害 2 (1%) 0 (0%)
F8 心理的発達障害 8 (4%) 4 (2%)
F9 行動・情緒障害 0 (0%) 0 (0%)
不明 0 (0%) 0 (0%)

単年集計

退院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

退院年
2019 2020

2017 2018
退院年

2012 2013 2014 2015 2016
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 退院済みの対象者の精神科主診断の構成について、退院した年で層別して集計した。 
 精神科主診断の約 8 割を F2 が占めていた。経年的に精神科主診断の割合に大きな変化はなかった。 

  

※主診断の分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。

0%

20%

40%

60%

80%
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2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計
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3-2. 重複障害 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
F0 器質性精神障害 0 (  -  ) 1 (3%) 2 (2%) 5 (4%) 4 (2%) 2 (1%) 4 (2%)
F1 物質関連障害 0 (  -  ) 2 (6%) 6 (6%) 6 (4%) 6 (3%) 7 (4%) 12 (7%)
F2 精神病性障害 0 (  -  ) 0 (0%) 1 (1%) 1 (1%) 6 (3%) 3 (2%) 2 (1%)
F3 気分障害 0 (  -  ) 1 (3%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%) 1 (1%)
F4 不安障害圏 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%) 0 (0%) 2 (1%) 0 (0%)
F5 身体関連障害 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 0 (  -  ) 0 (0%) 4 (4%) 3 (2%) 6 (3%) 4 (2%) 2 (1%)
F7 知的障害 0 (  -  ) 2 (6%) 12 (12%) 19 (13%) 25 (12%) 13 (7%) 12 (7%)
F8 心理的発達障害 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 2 (1%) 4 (2%) 3 (2%) 4 (2%)
F9 行動・情緒障害 0 (  -  ) 1 (3%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
その他 0 (  -  ) 0 (0%) 1 (1%) 1 (1%) 1 (0%) 1 (1%) 1 (1%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
F0 器質性精神障害 3 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 2 (1%) 3 (1%) 2 (1%) 4 (2%)
F1 物質関連障害 10 (4%) 6 (3%) 18 (8%) 23 (8%) 10 (4%) 18 (8%) 14 (6%)
F2 精神病性障害 3 (1%) 2 (1%) 0 (0%) 7 (2%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%)
F3 気分障害 2 (1%) 4 (2%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%)
F4 不安障害圏 0 (0%) 2 (1%) 2 (1%) 0 (0%) 0 (0%) 2 (1%) 1 (0%)
F5 身体関連障害 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 2 (1%) 3 (2%) 6 (3%) 3 (1%) 4 (2%) 2 (1%) 3 (1%)
F7 知的障害 15 (7%) 18 (9%) 18 (8%) 20 (7%) 18 (8%) 20 (8%) 12 (5%)
F8 心理的発達障害 5 (2%) 9 (5%) 8 (3%) 6 (2%) 9 (4%) 7 (3%) 16 (6%)
F9 行動・情緒障害 1 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 2 (1%) 2 (1%) 2 (1%) 3 (1%)
その他 2 (1%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

n＝ 197 n＝ 193
F0 器質性精神障害 1 (1%) 1 (1%)
F1 物質関連障害 11 (6%) 8 (4%)
F2 精神病性障害 4 (2%) 5 (3%)
F3 気分障害 0 (0%) 1 (1%)
F4 不安障害圏 1 (1%) 0 (0%)
F5 身体関連障害 0 (0%) 0 (0%)
F6 ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ障害圏 4 (2%) 1 (1%)
F7 知的障害 15 (8%) 19 (10%)
F8 心理的発達障害 3 (2%) 10 (5%)
F9 行動・情緒障害 2 (1%) 0 (0%)
その他 1 (1%) 0 (0%)

単年集計

退院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

退院年
2019 2020

2017 2018
退院年

2012 2013 2014 2015 2016
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 退院済みの対象者の重複障害の併存について、退院した年で層別して集計した。 
 F7 の併存率が最も高く、F1、F8 が続いていた。 
 
※本報告書での重複障害とは、精神科主診断とは別に対象者が診断された精神障害と定義する。 

  

※重複障害は複数選択可。分類は、疾病及び関連保健問題の国際統計分類第10版（ICD-10）による。
※重複障害の頻度は、診断閾値の相違などにより施設間のばらつきが大きいことに注意を要する。
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4. 転院歴（退院日までの確定値） 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
0 (  -  ) 29 (94%) 87 (90%) 104 (74%) 166 (78%) 137 (74%) 122 (74%)
0 (  -  ) 2 (6%) 10 (10%) 37 (26%) 47 (22%) 47 (26%) 43 (26%)

1回 0 (  -  ) 2 (6%) 10 (10%) 36 (26%) 46 (22%) 47 (26%) 38 (23%)
2回 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%) 1 (0%) 0 (0%) 4 (2%)
3回以上 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (1%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
185 (81%) 156 (78%) 175 (74%) 238 (80%) 197 (82%) 192 (80%) 212 (84%)

43 (19%) 43 (22%) 60 (26%) 58 (20%) 43 (18%) 48 (20%) 39 (16%)
1回 39 (17%) 38 (19%) 58 (25%) 54 (18%) 40 (17%) 46 (19%) 36 (14%)
2回 4 (2%) 5 (3%) 2 (1%) 4 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 2 (1%)
3回以上 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 1 (0%) 1 (0%) 1 (0%)

n＝ 197 n＝ 193
177 (90%) 167 (87%)

20 (10%) 26 (13%)
1回 20 (10%) 22 (11%)
2回 0 (0%) 3 (2%)
3回以上 0 (0%) 1 (1%)

単年集計
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

退院年

2019 2020

2017 20182012 2013 2014 2015 2016

転院歴あり
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転院歴あり
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 退院済みの対象者の転院歴の構成について、退院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 退院済み対象者の転院経験率は 2015 年以後、低下傾向にある。大半の対象者の転院回数は 1 回
であった。 

  

転院歴なし
2344

80.5%

転院歴あり
566

19.5%

1回
532

18.3%

2回, 29, 1.0% 3回以上, 5, 0.2%

累積集計（n＝2910）
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5. 退院時転帰 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
0 (  -  ) 7 (23%) 17 (18%) 22 (16%) 38 (18%) 44 (24%) 53 (32%)
0 (  -  ) 15 (48%) 36 (37%) 48 (34%) 59 (28%) 46 (25%) 29 (18%)
0 (  -  ) 5 (16%) 15 (15%) 23 (16%) 39 (18%) 31 (17%) 35 (21%)
0 (  -  ) 1 (3%) 2 (2%) 20 (14%) 31 (15%) 29 (16%) 22 (13%)
0 (  -  ) 3 (10%) 27 (28%) 28 (20%) 46 (22%) 34 (18%) 26 (16%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
57 (25%) 54 (27%) 67 (29%) 93 (31%) 74 (31%) 95 (40%) 96 (38%)
45 (20%) 39 (20%) 53 (23%) 47 (16%) 45 (19%) 32 (13%) 41 (16%)
47 (21%) 39 (20%) 44 (19%) 69 (23%) 45 (19%) 50 (21%) 47 (19%)
36 (16%) 30 (15%) 36 (15%) 42 (14%) 37 (15%) 24 (10%) 34 (14%)
43 (19%) 37 (19%) 35 (15%) 45 (15%) 39 (16%) 39 (16%) 33 (13%)

n＝ 197 n＝ 193
76 (39%) 74 (38%)
28 (14%) 23 (12%)
45 (23%) 34 (18%)
20 (10%) 29 (15%)
28 (14%) 33 (17%)

精神科医療施設
処遇終了

退院年
2019 2020

施設入所等
家族同居
独居

2018

施設入所等
家族同居
独居
精神科医療施設

2016 2017

処遇終了

2012 2013 2014 2015
退院年

施設入所等
家族同居
独居
精神科医療施設
処遇終了

単年集計
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 退院済みの対象者の転帰の構成について、退院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 退院済みの対象者の約 8 割が通院処遇に移行していた。経年的に施設入所の割合が上昇してきた一
方で、家族同居の割合は低下していった。 

  

※「施設入所等」にはグループホームを含む。

通院処遇
2414

83.0%

処遇終了
496

17.0%

施設入所等
867

29.8%

家族同居
586

20.1%

独居
568

19.5%

精神科医療施設
393

13.5%

累積集計（n＝2910）
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6-1. 在院期間（退院日までの確定値／退院年別） 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
6ヵ月未満 0 (  -  ) 5 (16%) 4 (4%) 1 (1%) 2 (1%) 1 (1%) 2 (1%)
6～12ヵ月 0 (  -  ) 23 (74%) 30 (31%) 20 (14%) 18 (8%) 8 (4%) 8 (5%)
1～1.5年 0 (  -  ) 3 (10%) 42 (43%) 46 (33%) 52 (24%) 32 (17%) 20 (12%)
1.5～2年 0 (  -  ) 0 (0%) 18 (19%) 49 (35%) 66 (31%) 63 (34%) 32 (19%)
2～2.5年 0 (  -  ) 0 (0%) 3 (3%) 22 (16%) 45 (21%) 39 (21%) 43 (26%)
2.5～3年 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 3 (2%) 23 (11%) 22 (12%) 26 (16%)
3～5年 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 7 (3%) 19 (10%) 31 (19%)
5年以上 0 (  -  ) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%) 3 (2%)
平均日数 [SD] 250 [74] 419 [145] 556 [186] 653 [228] 736 [275] 843 [352]

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
6ヵ月未満 4 (2%) 4 (2%) 2 (1%) 1 (0%) 2 (1%) 2 (1%) 0 (0%)
6～12ヵ月 18 (8%) 13 (7%) 8 (3%) 7 (2%) 6 (3%) 6 (3%) 8 (3%)
1～1.5年 24 (11%) 27 (14%) 26 (11%) 30 (10%) 31 (13%) 26 (11%) 32 (13%)
1.5～2年 69 (30%) 44 (22%) 60 (26%) 68 (23%) 48 (20%) 44 (18%) 56 (22%)
2～2.5年 58 (25%) 43 (22%) 33 (14%) 61 (21%) 37 (15%) 41 (17%) 47 (19%)
2.5～3年 26 (11%) 29 (15%) 43 (18%) 46 (16%) 39 (16%) 44 (18%) 35 (14%)
3～5年 27 (12%) 32 (16%) 54 (23%) 65 (22%) 48 (20%) 52 (22%) 51 (20%)
5年以上 2 (1%) 7 (4%) 9 (4%) 18 (6%) 29 (12%) 25 (10%) 22 (9%)
平均日数 [SD] 775 [356] 837 [407] 930 [448] 961 [460] 1027 [538] 1069 [629] 1006 [627]

n＝ 197 n＝ 193
6ヵ月未満 1 (1%) 0 (0%)
6～12ヵ月 3 (2%) 8 (4%)
1～1.5年 23 (12%) 11 (6%)
1.5～2年 48 (24%) 24 (12%)
2～2.5年 31 (16%) 39 (20%)
2.5～3年 29 (15%) 36 (19%)
3～5年 49 (25%) 48 (25%)
5年以上 13 (7%) 27 (14%)
平均日数 [SD] 995 [530] 1182 [724]
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退院年
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 退院済みの対象者の在院期間（実績値）の構成について、退院した年で層別して集計した。累積も集
計した。 
 法施行後、経年的に在院期間は延長傾向を認めた。2020 年の退院者は特に在院期間が延長してお
り、COVID-19 流行が影響した可能性がある。 

  

平均日数 [SD] ＝ 882 [507]

※転院例の在院期間は通算。

6ヵ月未満, 31, 1.1%

6～12ヵ月, 184, 6.3%

1～1.5年
425

14.6%

1.5～2年
689

23.7%
2～2.5年

542
18.6%

2.5～3年
401

13.8%

3～5年
483

16.6%

5年以上, 155, 5.3%

累積集計
（n＝2910）
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6-2. 在院期間（退院日までの確定値／入院年別） 

 
 

n＝ 47 n＝ 191 n＝ 244 n＝ 255 n＝ 203 n＝ 242 n＝ 270
6ヵ月未満 3 (6%) 3 (2%) 4 (2%) 0 (0%) 3 (1%) 1 (0%) 2 (1%)
6～12ヵ月 16 (34%) 31 (16%) 15 (6%) 25 (10%) 10 (5%) 9 (4%) 14 (5%)
1～1.5年 9 (19%) 45 (24%) 49 (20%) 51 (20%) 24 (12%) 26 (11%) 24 (9%)
1.5～2年 7 (15%) 46 (24%) 70 (29%) 59 (23%) 39 (19%) 57 (24%) 58 (21%)
2～2.5年 6 (13%) 29 (15%) 44 (18%) 43 (17%) 47 (23%) 49 (20%) 43 (16%)
2.5～3年 2 (4%) 15 (8%) 26 (11%) 26 (10%) 27 (13%) 28 (12%) 38 (14%)
3～5年 3 (6%) 15 (8%) 28 (11%) 35 (14%) 35 (17%) 40 (17%) 59 (22%)
5年以上 1 (2%) 7 (4%) 8 (3%) 16 (6%) 18 (9%) 32 (13%) 32 (12%)
平均日数 [SD] 552 [382] 732 [607] 787 [472] 850 [580] 989 [620] 1028 [639] 1049 [592]

n＝ 247 n＝ 267 n＝ 243 n＝ 224 n＝ 188 n＝ 174 n＝ 90
6ヵ月未満 4 (2%) 4 (1%) 2 (1%) 1 (0%) 2 (1%) 1 (1%) 0 (0%)
6～12ヵ月 14 (6%) 11 (4%) 8 (3%) 6 (3%) 4 (2%) 8 (5%) 5 (6%)
1～1.5年 27 (11%) 31 (12%) 25 (10%) 30 (13%) 24 (13%) 34 (20%) 16 (18%)
1.5～2年 49 (20%) 67 (25%) 57 (23%) 46 (21%) 46 (24%) 53 (30%) 29 (32%)
2～2.5年 38 (15%) 59 (22%) 35 (14%) 47 (21%) 41 (22%) 33 (19%) 28 (31%)
2.5～3年 43 (17%) 42 (16%) 45 (19%) 38 (17%) 31 (16%) 28 (16%) 12 (13%)
3～5年 61 (25%) 39 (15%) 57 (23%) 54 (24%) 40 (21%) 17 (10%) 0 (0%)
5年以上 11 (4%) 14 (5%) 14 (6%) 2 (1%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
平均日数 [SD] 936 [470] 890 [452] 949 [439] 899 [357] 842 [309] 737 [263] 681 [198]

n＝ 24 n＝ 1
6ヵ月未満 1 (4%) 0 (0%)
6～12ヵ月 7 (29%) 1 (100%)
1～1.5年 10 (42%) 0 (0%)
1.5～2年 6 (25%) 0 (0%)
2～2.5年 0 (0%) 0 (0%)
2.5～3年 0 (0%) 0 (0%)
3～5年 0 (0%) 0 (0%)
5年以上 0 (0%) 0 (0%)
平均日数 [SD] 426 [138]  - [ - ]

※転院例の在院期間は通算。

入院年
2019 2020

2016 2017 2018
入院年

単年集計

入院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

2012 2013 2014 2015

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計

6ヵ月未満 6～12ヵ月 1～1.5年 1.5～2年 2～2.5年 2.5～3年 3～5年 5年以上

〔人数 (割合)〕
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 退院した対象者の在院期間（実績値）の構成について、入院した年で層別し集計した。 
 法施行後、2011 年まで経年的に延長傾向を認めた。2012 年以後は低下傾向を認めるが、退院した
対象者の在院期間（実績値）は、現在、在院中の対象者が退院することで今後、数値が変化していくこと
から解釈には注意が必要である。 
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7. 在ステージ期間（退院日までの確定値） 

 
 
 退院した対象者の在ステージ期間（実績値）の構成を、退院した年で層別して集計した。累積も集計し
た。 
 経年的に回復期、社会復帰期のステージ期間の延長傾向を認めた一方で、急性期ステージ期間は、ほ
ぼ横ばいで推移していた。 

  

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
急性期 70 [38] 172 [523] 186 [539] 113 [97] 112 [83] 123 [102]
回復期 91 [103] 160 [100] 223 [333] 266 [158] 307 [201] 358 [256]
社会復帰期 241 [716] 153 [102] 198 [110] 238 [165] 278 [190] 348 [248]

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
急性期 115 [67] 127 [104] 134 [112] 133 [109] 151 [148] 141 [123] 163 [333]
回復期 364 [205] 394 [268] 461 [325] 491 [387] 507 [370] 560 [515] 467 [383]
社会復帰期 285 [248] 312 [248] 338 [265] 338 [253] 365 [312] 370 [306] 368 [285]

n＝ 197 n＝ 193
急性期 135 [99] 162 [209]
回復期 503 [383] 586 [551]
社会復帰期 357 [271] 426 [344]

2016 2017
退院年

2012 2013 2014 2015

退院年
2019 2020

単年集計

退院年
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

-
-
-

2018

0

200

400

600

800

1000

1200

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

経年集計

急性期 回復期 社会復帰期

※積み上げ棒は平均値
〔日〕

138

420

322

[212]

[368]

[274]

0 200 400 600 800 1000

急性期

回復期

社会復帰期

累積集計（n＝2910） ※カラーの棒は平均値、黒のヒゲは標準偏差

〔日〕

〔平均日数 [SD]〕
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8-1. 隔離実人員（退院日までの確定値） 

 
 
 退院した対象者の隔離実人員（実績値）を、退院した年で層別して集計した。累積も集計した。 
 法施行後、経年的に隔離経験のある対象者の割合は上昇傾向を認め、最近は 20%前後で推移してい
た。 

  

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
実人員（割合） 0 (  -  ) 2 (6%) 10 (10%) 14 (10%) 26 (12%) 20 (11%) 22 (13%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
実人員（割合） 30 (13%) 33 (17%) 46 (20%) 61 (21%) 52 (22%) 57 (24%) 48 (19%)

n＝ 197 n＝ 193
実人員（割合） 40 (20%) 52 (27%)

単年集計
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累積集計（n＝2910）



 

- 60 - 

8-2. 身体的拘束実人員（退院日までの確定値） 

 
 
 退院した対象者の身体的拘束実人員（実績値）を、退院した年で層別して集計した。累積も集計し
た。 
 法施行後、経年的に身体的拘束経験のある対象者の割合は上昇傾向を認め、最近は 10％前後で推
移していた。 

 

n＝ 0 n＝ 31 n＝ 97 n＝ 141 n＝ 213 n＝ 184 n＝ 165
実人員（割合） 0 (  -  ) 0 (0%) 2 (2%) 4 (3%) 9 (4%) 5 (3%) 1 (1%)

n＝ 228 n＝ 199 n＝ 235 n＝ 296 n＝ 240 n＝ 240 n＝ 251
実人員（割合） 11 (5%) 7 (4%) 16 (7%) 16 (5%) 16 (7%) 22 (9%) 23 (9%)

n＝ 197 n＝ 193
実人員（割合） 18 (9%) 21 (11%)

単年集計
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- 61 - 

第 5 部 指定入院医療機関の取組等の紹介 
～アンケートの集計結果より～ 

 アンケートは令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金「医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の
整備のための研究」において、令和 3（2021）年 1 月に実施。 

 調査対象は指定入院医療機関。全 33 施設に協力を依頼し、協力のあった 32 施設の回答を集計。 
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1. 多職種チーム（MDT） 

1）多職種チームの体制について標準的なチームメンバーの職種と人数を教えてください。 

 
2）多職種チームで行う会議の開催頻度を教えてください。 
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3）多職種チームで支援にあたることは、どのような点に役立っていると思いますか（3 つ選択）。 
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2. CPA 会議 

1）1 人の対象者に対する標準的な開催頻度を教えてください。 

 
2）標準的なチームメンバーの職種と人数を教えてください。 
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3）2）以外の参加者の出席状況について教えてください。 

 

4）CPA 会議の実施は、どのような点に役立っていると思いますか（3 つ選択）。 
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3. 治療プログラム 

1）貴院で実施している治療プログラムのうち、治療ステージごとに代表的なものを記入欄の数★ずつ選び、プロ
グラム名、主導する職種（各プログラム 2 職種まで）、内容（簡潔に）を教えてください。 
★急性期 3 個、回復期 6 個、社会復帰期 4 個 
 
治療プログラムを主導する職種 

 
※治療ステージごとに、各職種の回答延べ件数の構成を表示。全職種の回答総数を 100%とする 

（急性期 131 件、回復期 338 件、社会復帰期 169 件）。 
 
治療プログラムの内容 

プログラムの内容 
急性期 回復期 社会復帰期 

（n＝85） （n＝164） （n＝96） 
治療動機付け 15 (18%) 2 (1%) 1 (1%) 
薬物療法 0 (0%) 9 (5%) 4 (4%) 
心理的治療 6 (7%) 24 (15%) 5 (5%) 
疾病教育 12 (14%) 28 (17%) 5 (5%) 
対象行為の振り返り 0 (0%) 23 (14%) 5 (5%) 
対人スキルの向上 1 (1%) 24 (15%) 10 (10%) 
運動療法 3 (4%) 5 (3%) 1 (1%) 
個別課題プログラム（パラレル OT） 10 (12%) 6 (4%) 1 (1%) 
日常生活スキルの向上 0 (0%) 10 (6%) 18 (19%) 
QOL の向上 16 (19%) 18 (11%) 8 (8%) 
就労などの社会復帰訓練 0 (0%) 1 (1%) 5 (5%) 
家族に対する支援 0 (0%) 0 (0%) 3 (3%) 
退院後の環境調整 0 (0%) 3 (2%) 9 (9%) 
地域との連携促進 0 (0%) 0 (0%) 4 (4%) 
権利擁護 22 (26%) 11 (7%) 17 (18%) 

※プログラム名と記載された内容から分類し、治療ステージごとに件数と割合を算出。 
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2）治療プログラムの実施は、どのような点に役立っていると思いますか（3 つ選択）。 
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4. 院内散歩・外出・外泊 

1）1 人の対象者に対する標準的な院内散歩の回数について教えてください。 

 

2）1 人の対象者に対する標準的な外出の回数について教えてください。 

 

3）1 人の対象者に対する標準的な外泊の回数について教えてください。 
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5. 外部評価会議 

1）外部評価会議の標準的な開催回数を教えてください。 

 
2）検討事項として挙がる主な内容を教えてください（報告のみの事項は除きます）。 

治療困難ケースについて 5 
隔離・身体的拘束、再他害行為等の全国
状況の共有、評価 

4 

クロザピンの導入事例の共有について 4 
退院に係る事項について 3 
新型コロナウイルス感染防止対策について 2 
隔離実施の経緯について 2 
新規プログラムの運用・内容の評価について 2 
入退院や在院期間の共有 2 
病棟内事故の再発防止について 1 
家族の面会状況の共有 1 
職員体制の確保について 1 
合併症対応の共有 1 
特になし 5 
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6. 倫理会議 

1）倫理会議の標準的な開催回数を教えてください。 

 
2）議題の区分ごとに、会議内で費やす時間のおおよその割合を教えてください。 

 

同意によらない治療…対象者の同意が得られないまま必要な
治療行為を開始することについて検討すること。治療は対
象者が同意した上で進めるのが原則であり、説明を尽くして
も対象者の同意が得られない場合、代替となる治療の可
能性を対象者と相談し、治療意欲を引き出す取組を十分
に行うことが必要である。 

事後評価…開始が遅れれば対象者の心身に著しい不利益
が生じると判断して緊急に実施した治療や、当該対象者、
他の対象者、病棟スタッフの安全のためにやむを得ず実施
した隔離・身体的拘束等につき、振り返って評価し、必要
に応じて中止、変更、継続といった事後の対応を検討する
こと。 

定期評価…クロザピンや持続性注射剤（デポ剤）を使用し
ている対象者、修正型電気けいれん療法（m-ECT）ク
ール中の対象者、処遇制限中の対象者について、モニタリ
ングとして効果、副作用を評価すること。 

 
3）検討事項として挙がる主な内容を教えてください（報告のみの事項は除きます）。 

隔離・身体的拘束の導入や妥当性について 16 
クロザピンの導入や妥当性について 15 
ｍ-ECT の導入や妥当性について 10 
デポ剤の導入や妥当性について 10 
対象者の今後について 2 
同意によらない治療の導入や妥当性について 7 
ステージ変更遅延に対する評価 1 
緊急会議開催時の事由 1 
新型コロナウイルス感染対策 1 
課題の捻出に難渋している 1 
特になし 2 
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7. 治療評価会議 

1）治療評価会議の標準的な開催回数を教えてください。 

 
2）検討事項として挙がる主な内容を教えてください（報告のみの事項、定型的な検討事項は除きます）。 

リスクアセスメント・マネジメントについて 13 
対象者の今後の処遇の共有（外出や裁判など） 8 
行動制限・治療の検討・停滞等状況の共有 7 
ステージ移行開始許可 6 
新型コロナウイルス感染症に関わる外出について 4 
身体合併症について 3 
新規プログラムの提案、プログラムの評価について 2 
各職種の関り方の共有 1 
定期的なケース検討 1 
新型コロナウイルス感染対策 1 
特になし 1 
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8. 地域連絡会議 

1）地域連絡会議の標準的な開催回数を教えてください。 

 
2）検討事項として挙がる主な内容を教えてください（報告のみの事項は除きます）。 

無断退去訓練について 10 
緊急時の対応について 2 
プログラムの紹介 1 
地域の安全面への対応について 1 
医療観察法の施行状況の共有 1 
身体合併症発生時に対応について 1 
地元自治会等について 1 
特になし 1 
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